
法令及び定款に基づくインターネット開示事項
　

業務の適正を確保するための体制

連 結 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

連 結 注 記 表
株 主 資 本 等 変 動 計 算 書
個 別 注 記 表

（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）

　

株式会社大戸屋ホールディングス

上記事項の内容につきましては、法令及び定款第15条の規定に基づき、当社ウェブサイト
（アドレスhttp://www.ootoya.jp/ir/）に記載することにより株主の皆様に提供しておりま
す。
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業務の適正を確保するための体制
（1）業務の適正を確保するための体制の決議の内容
　当社は、平成27年４月30日開催の取締役会において、平成27年５月１日施行の改正会社法及
び改正会社法施行規則の改正内容に基づいて、「内部統制システムの基本方針」の一部改定を決
議いたしました。改定後の内容は以下の通りであります。
①当社及び子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する
ための体制

　当社は、当社及び当社子会社の取締役等及び使用人の職務執行が法令及び定款に適合し、企業
の社会的責任を果たすため、「経営理念」及び「基本方針」の周知徹底を図る。
　また、「コンプライアンス規程」を定め、業務執行や研修等を通じ指導教育を実施し、取締役
及び使用人の職務執行が法令及び定款に適合する体制を整備する。
　代表取締役社長を委員長とする「コンプライアンス・リスク管理委員会」を設置し、コンプラ
イアンスに関する事項を管理するとともに、「内部通報制度規程」を定め、コンプライアンス上
疑義のある行為等について使用人が直接情報提供を行う手段としてコンプライアンス・ホットラ
インを設ける。
市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力等へは毅然とした姿勢で臨み一切の関係を
遮断する。不当要求等については断固として拒否し、弁護士、警察等とも連携して的確な対応を
行う。
　被監査部門から独立した内部監査担当部署を設置するとともに、当社及び当社子会社の内部監
査に関する基本方針を定め、当社及び当社子会社において、効率的かつ実効性のある内部監査体
制を整備する。
　
②取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　当社は、法令、「文書管理規程」その他の社内規程に従い、取締役会などの重要会議の審議過
程や意思決定の記録、稟議書、重要な契約書など、取締役の職務執行に係る情報を文書または電
磁的媒体（以下「文書等」という）に記録し、保存する。取締役及び監査役はこれらの文書等を
常時閲覧できるものとする。
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③当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　当社は、当社及び当社子会社の事業推進に伴う損失の危険（以下「リスク」という）について
それぞれの部署が管理し、関係者へ周知徹底を図るものとする。
　加えて、リスクについて把握・評価し適切な対応を行うために、「リスク管理規程」を定めリ
スク管理体制を整備するとともに代表取締役社長を委員長とする「コンプライアンス・リスク管
理委員会」を設置し、リスクの一元管理を行う。委員長は全社的なリスクの管理状況を把握し、
適宜取締役会に報告する。
　また、大規模な事故、災害、不祥事等の不測の事態については、「コンプライアンス・リスク
管理委員会」が必要な人員で構成する緊急対策本部を適宜設置することとする。
　
④当社及び子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　当社は、取締役会及び取締役会の委任を受けた審議・決定機関である経営会議において当社及
び子会社の取締役等及び使用人が共有する年度計画を定め、この浸透を図る。各取締役は目標達
成に向けて各部門が実施する具体的な目標と権限分配を含めた効率的な方策を定める。
　また、ＩＴを活用したシステムにより、その結果を迅速にデータ化することで、取締役会が定
期的に進捗状況をレビューし、改善を促すことを内容とする全社的な業務の効率化を実現するシ
ステムを構築する。
　
⑤当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
　当社は、持株会社として当社及び当社子会社の業務運営を管理監督し、必要な経営資源を配分
し、当社及び当社子会社の業務の適正を確保するため、「関係会社管理規程」に基づき、セグメ
ント別の事業毎に、それぞれ責任を負う取締役を任命し、コンプライアンス体制、リスク管理体
制を構築する権限と責任を与える。
　当社の取締役または執行役員は当社子会社の取締役を兼務し、当社子会社の運営を監視・監督
する。また、当社の監査役は、適宜当社子会社の監査を行い、当社子会社の業務の適正を確保す
る体制を整備する。
　
⑥子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の報告に関する体制
　当社は、当社子会社に対し、当社子会社の営業成績、財務状況その他の重要な情報について、
当社への定期的な報告を義務づける。
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⑦監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事
項

　当社は、監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合には、必要に応じて監
査役の職務を補助する使用人を置くものとする。

⑧監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性及び当該使用人に対する指示の実効性
の確保に関する事項

　監査役の職務を補助すべき使用人は、監査の補助業務を遂行するにあたり、取締役からの指揮
命令を受けないものとし、専ら監査役の指揮命令に従わなければならない。
　
⑨取締役等及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制
　当社の取締役等及び使用人は、法定の事項に加え、当社及び当社子会社に重大な影響を及ぼす
事項、内部監査に関する事項、コンプライアンス・ホットラインによる通報内容についてすみや
かに監査役に報告する。
　常勤監査役は、取締役会のほかに経営会議などの重要会議に出席し、重要な意思決定の過程及
び業務の進捗状況について報告を受ける体制を確保する。
　また、監査役は、業務執行に係る重要な文書及び稟議書などを閲覧し、必要に応じ取締役又は
使用人に説明を求める。
　
⑩子会社の取締役・監査役等及び使用人またはこれらの者から報告を受けた者が監査役に報告を
するための体制

　当社及び子会社の取締役・監査役等及び使用人は、当社監査役から業務執行に関する報告を求
められたときは、すみやかに適切な報告を行う。
　当社子会社の取締役・監査役等及び使用人またはこれらの者から報告を受けた者は、法令違反
行為等当社または当社の子会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見した場合は、直ち
に当社監査役に報告を行う。
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⑪監査役へ報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保
するための体制

　当社は当社及び当社子会社の監査役へ報告を行った者に対し、当該報告をしたことを理由とし
て不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を当社及び子会社の取締役・監査役等及び使用人に
周知徹底する。
　
⑫監査役の職務の執行について生ずる費用の前払いまたは償還の手続その他の当該職務の執行に
ついて生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項

　当社は、監査役がその職務の執行について、会社法第388条に基づく費用の前払い等の請求を
したときは、当該請求に係る費用または債務が当該監査役の職務の執行に必要でないと認められ
た場合を除き、すみやかに当該費用または債務を処理する。
　
⑬その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　監査役会は、会計監査人から会計監査についての説明を受けるとともに、適宜情報の交換を行
う。また内部監査担当部署とも密接な連携を保ち、監査役の監査の実効性を高める。加えて、代
表取締役との定期的な意見交換会を設置する。
　
（2）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概況
　当事業年度における運用状況の概況は以下の通りであります。
　（取締役の職務の執行に関する事項）
・当事業年度は取締役会を16回（うち臨時４回）開催し、重要事項について審議・決定したほ
か、各事業部門を担当する取締役から業務執行についての報告を受けました。

・常勤取締役で構成される経営会議を原則毎週１回開催し、業務運営における重要事項や取締役
会において審議される議案の事前審議を行いました。

・当社の取締役及び執行役員が当社子会社の取締役等を兼務しており、各子会社の取締役等の職
務遂行が適正に行われているかを監視、監督いたしました。また、常勤監査役が子会社の監査
を行いました。

・内部監査室が経営会議において承認を受けた内部監査計画に基づき、当社ならびに子会社の内
部監査を行い、その結果は代表取締役、監査役に報告を行いました。
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　（コンプライアンス及びリスク管理に関する事項）
・当事業年度は「コンプライアンス規程」及び「リスク管理規程」に基づき設置されている「コ
ンプライアンス・リスク管理委員会」を12回開催し、コンプライアンス及びリスク管理に関
する留意点・対応方針につき徹底を図りました。

・コンプライアンス・ホットラインを通じた内部通報については内部監査室が中心となり、適切
な対応を行いました。

　（監査役に関する事項）
・当事業年度は監査役会を16回開催し、監査に関する重要な報告、審議、決定を行いました。
また、取締役会に出席し、取締役の職務遂行の適正性を監査いたしました。

・常勤監査役は経営会議、コンプライアンス・リスク管理委員会等重要会議に出席し、その業務
執行について監督いたしました。

・常勤監査役は監査の実効性を高めるため、代表取締役、会計監査人と定期的に情報収集・意見
交換を行うと共に内部監査室と密接に連携いたしました。
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連結株主資本等変動計算書

（自
至
平成
平成

28
29
年
年
４
３
月
月
１
31
日
日）

（単位：千円）
　

株 主 資 本
資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 1,471,355 1,389,555 1,522,286 △121 4,383,076
当 期 変 動 額
新 株 の 発 行 3,039 3,039 － － 6,078
剰 余 金 の 配 当 － － △179,809 － △179,809
親会社株主に帰属する当期純利益 － － 357,184 － 357,184
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － － － － －
当 期 変 動 額 合 計 3,039 3,039 177,375 － 183,453
当 期 末 残 高 1,474,394 1,392,594 1,699,661 △121 4,566,529
　
　
　

その他の包括利益累計額

新株予約権 非 支 配
株主持分 純資産合計その他有

価証券評
価差額金

為替換算
調整勘定

退職給付
に係る調
整累計額

その他の
包括利益
累計額合計

当 期 首 残 高 44,677 167,848 △16,720 195,805 808 41,154 4,620,844
当 期 変 動 額
新 株 の 発 行 － － － － － － 6,078
剰 余 金 の 配 当 － － － － － － △179,809
親会社株主に帰属する当期純利益 － － － － － － 357,184
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △43,808 △41,781 △4,025 △89,615 △294 6,795 △83,114
当 期 変 動 額 合 計 △43,808 △41,781 △4,025 △89,615 △294 6,795 100,339
当 期 末 残 高 869 126,066 △20,745 106,189 514 47,949 4,721,183

　

　（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 注 記 表
　
1. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
（1）連結の範囲に関する事項

連結子会社の数 ８社
連結子会社の名称 株式会社大戸屋

香港大戸屋有限公司
OOTOYA ASIA PACIFIC PTE. LTD.
AMERICA OOTOYA INC.
M OOTOYA（THAILAND）CO., LTD.
株式会社ＯＴＹフィール
株式会社ＯＴＹ食ライフ研究所
THREE FOREST（THAILAND）CO., LTD.
前連結会計年度において連結子会社でありました大戸屋（上海）餐飲管
理有限公司は清算結了したため、連結の範囲から除外しております。

　
（2）持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。

　

（3）連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち５社（香港大戸屋有限公司、OOTOYA ASIA PACIFIC PTE. LTD.、AMERICA
OOTOYA INC.、M OOTOYA（THAILAND）CO., LTD.、THREE FOREST（THAILAND）CO.,
LTD.）の決算日は12月31日であります。
連結計算書類の作成にあたっては、同日現在の貸借対照表及び損益計算書を使用し、連結決算日との間に
生じた重要な取引については連結上必要な調整を行うこととしております。

　
（4）会計方針に関する事項

①重要な資産の評価基準及び評価方法
イ 有価証券
　その他有価証券
時価のあるもの………………当連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定して
おります。）

時価のないもの………………移動平均法による原価法
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ロ たな卸資産
原材料及び貯蔵品………………最終仕入原価法（収益性の低下による簿価切り下げの方法）

ハ デリバティブ
時 価 法

②重要な減価償却資産の減価償却の方法
有形固定資産………定額法
（リース資産を除く） 耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によって

おります。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
　建物及び構築物 ２年～34年

無形固定資産………定額法
（リース資産を除く） のれんについては、その支出の効果の発現期間（３年～９年）によっております。

自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間（５年）によ
っております。

リ ー ス 資 産………所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する定額法によっておりま
す。

長期前払費用………均等償却
償却期間については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

　
③重要な引当金の計上基準
貸 倒 引 当 金………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を
計上しております。

賞 与 引 当 金………従業員の賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち、当連結会計年度の負
担額を計上しております。

店舗閉鎖損失引当金………店舗の閉鎖により発生する損失に備えるため、当連結会計年度末における閉鎖決定
店舗の閉店時に発生すると認められる額を計上しております。
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④ヘッジ会計の方法
イ ヘッジ会計の方法
金利スワップについて特例処理の要件を満たしておりますので、特例処理を採用しております。

ロ ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段………金利スワップ
ヘッジ対象………借入金の利息

ハ ヘッジ方針
借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っており、ヘッジ対象の識別は個
別契約毎に行っております。

ニ ヘッジ有効性評価の方法
金利スワップについて特例処理の要件を満たしているため、有効性の評価を省略しております。

　
⑤退職給付に係る負債の計上基準
退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度における見込額に基づく退職
給付債務の額を計上しております。なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計
年度までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（４年）による定額法によ
り費用処理しております。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数（４
年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしており
ます。
未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産の部における
その他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

　
⑥その他連結計算書類の作成のための重要な事項
消費税等の会計処理
税抜方式によっており、控除対象外消費税等は当連結会計年度の費用として処理しております。

2. 表示方法の変更
　（連結損益計算書）

前連結会計年度において区分掲記しておりました「受取補償金」については、金額的重要性が乏しくなっ
たため、当連結会計年度は「雑収入」に含めて表示しております。
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3. 追加情報
（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）
「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）
を当連結会計年度から適用しております。

4. 連結貸借対照表に関する注記
　
（1）有形固定資産の減価償却累計額 4,821,446千円

（2）保証債務
下記の会社の金融機関からの借入金等の債務保証を行っております。

　 ＦＣ加盟店（6件） 68,167千円

5. 連結株主資本等変動計算書に関する注記
　

（1）当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数 普通株式 7,198,500株

（2）剰余金の配当に関する事項
　 ①当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項
　

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日
平成28年５月10日
取締役会決議 普通株式 179,809千円 25円00銭 平成28年

３月31日
平成28年
６月24日

　
　 ②当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項
　

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 １株当たり
配当額 基準日 効力発生日

平成29年５月10日
取締役会決議 普通株式 利益剰余金 215,950千円 30円00銭 平成29年

３月31日
平成29年
６月29日

　
（3）当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的となる株式

の種類及び数
　 普通株式 10,500株
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6. 金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項
①金融商品に対する取組方針
　当社は、主に飲食事業を行うための設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を調達して
おります。一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入により調
達しております。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わ
ない方針であります。

　
②金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。
　また、賃借物件等に係る敷金及び保証金は、差入先の信用リスクに晒されております。
　借入金及びファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的と
したものであり、償還日は決算日後、最長で５年後であります。このうち一部は、変動金利であるため金
利の変動リスクに晒されていますが、デリバティブ取引（金利スワップ取引）を利用してヘッジしており
ます。
　デリバティブ取引は、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした金利スワッ
プ取引、一部の在外子会社における食材等の輸入に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした先
物為替予約取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジ有
効性評価の方法等については、前述の「1．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する
注記等（4）会計方針に関する事項④ヘッジ会計の方法」をご覧ください。

　
③金融商品に係るリスク管理体制
（a）信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　売掛金は、各所管部署において主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期
日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っており
ます。
　敷金及び保証金は、新規取得時に相手先の信用状態を充分に検証するとともに、所管部署が相手先
の状況を定期的にモニタリングし、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図ってお
ります。
　デリバティブ取引の利用にあたっては、カウンターパーティーリスクを軽減するために、格付の高
い金融機関とのみ取引を行っております。

　

（b）市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
　投資有価証券については、四半期ごとに時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、取引
先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。
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（c）資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
　当社は、各部署からの報告に基づき財務部が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流
動性を売上高の概ね１ヵ月分相当に維持することなどにより、流動性リスクを管理しております。

　
④金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額
が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採
用することにより、当該価額が変動することもあります。

　
（2）金融商品の時価等に関する事項

　平成29年３月31日（当連結会計年度の決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差
額については、次のとおりです。

　

連結貸借対照表
計上額 時価 差額

千円 千円 千円
（1） 現金及び預金 2,608,373 2,608,373 ―
（2） 売掛金 990,365 990,365 ―
（3） 預け金 253,075 253,075 ―
（4） 投資有価証券
　 その他有価証券 4,192 4,192 ―
（5） 敷金及び保証金 1,831,754 1,782,561 △49,193

資産計 5,687,761 5,638,568 △49,193
（6） 買掛金 1,120,281 1,120,281 ―
（7） 長期借入金 1,552,282 1,553,714 1,432
（8） リース債務 336,852 337,668 815
（9） 未払金 694,982 694,982 ―

負債計 3,704,398 3,706,646 2,248
（10）デリバティブ取引 (2,040) (2,040) ―

　

(※)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目
については、（）で示しております。
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（注）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
（1）現金及び預金、（2）売掛金、並びに（3）預け金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって
おります。

（4）投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

（5）敷金及び保証金
これらの時価は、賃借物件等に係る敷金及び保証金について、償還予定時期を見積り、信用リスク
を加味した利率で割り引いた現在価値により算定しております。

（6）買掛金、（9）未払金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって
おります。

（7）長期借入金、（8）リース債務
これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規借入又は、リース取引を行った場合に想定
される利率で割り引いて算定する方法によっております。
変動金利による長期借入金は、金利スワップの特例処理の対象とされており（下記（10）参照）、当
該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用される
合理的に見積もられる利率で割り引いて算定する方法によっております。

（10）デリバティブ取引
金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理され
ているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております（上記（7）参照）。
先物為替予約取引によるものは、一部の在外子会社における食材等の輸入に係る為替の変動リスク
に対するヘッジを目的とした先物為替予約取引であり、その時価は、取引先金融機関から提示され
た価格等に基づき算定しております。

　
　

　
7. １株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 649円14銭
（2）１株当たり当期純利益 49円64銭
　
8. 重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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株主資本等変動計算書

（自
至
平成
平成

28
29
年
年
４
３
月
月
１
31
日
日）

（単位：千円）
　

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金 資本剰余金
合 計 利益準備金

その他利益
剰 余 金 利益剰余金

合 計繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 1,471,355 1,389,555 1,389,555 3,582 812,634 816,217
当 期 変 動 額
新 株 の 発 行 3,039 3,039 3,039 － － －
剰 余 金 の 配 当 － － － － △179,809 △179,809
当 期 純 利 益 － － － － 234,480 234,480
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － － － － － －
当 期 変 動 額 合 計 3,039 3,039 3,039 － 54,671 54,671
当 期 末 残 高 1,474,394 1,392,594 1,392,594 3,582 867,306 870,888
　
　

株 主 資 本 評価・換算差額等
新株予約権 純資産合計

自 己 株 式 株 主 資 本
合 計

そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 △121 3,677,006 44,677 44,677 808 3,722,492
当 期 変 動 額
新 株 の 発 行 － 6,078 － － － 6,078
剰 余 金 の 配 当 － △179,809 － － － △179,809
当 期 純 利 益 － 234,480 － － － 234,480
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － － △43,808 △43,808 △294 △44,102
当 期 変 動 額 合 計 － 60,749 △43,808 △43,808 △294 16,647
当 期 末 残 高 △121 3,737,756 869 869 514 3,739,140

　

　（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表
　
1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）資産の評価基準及び評価方法
①有価証券の評価基準及び評価方法
子会社株式
　移動平均法による原価法
その他有価証券
時価のあるもの……当事業年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法によ

って処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。）
時価のないもの……移動平均法による原価法

　
②たな卸資産の評価基準及び評価方法
原材料及び貯蔵品………最終仕入原価法（収益性の低下による簿価切り下げの方法）

　
（2）固定資産の減価償却の方法

有 形 固 定 資 産
（リース資産を除く）

………定額法
耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっ
ております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
　建物 ８年～34年

無 形 固 定 資 産
（リース資産を除く）

………定額法
自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間（５年）に
よっております。

リ ー ス 資 産………所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する定額法によっており
ます。

　
（3）引当金の計上基準

貸 倒 引 当 金………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、
貸倒懸念債権及び破産更生債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を計上しております。

賞 与 引 当 金………従業員の賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち、当事業年度の負担
額を計上しております。
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退職給付引当金………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に
基づき、当事業年度末に発生していると認められる額を計上しております。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（４
年）による定額法により費用処理しております。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以
内の一定の年数（４年）による定額法により按分した金額をそれぞれ発生の翌事
業年度から費用処理することとしております。

　
（4）ヘッジ会計の方法
①ヘッジ会計の方法
金利スワップについて特例処理の要件を満たしておりますので、特例処理を採用しております。

　
②ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段………金利スワップ
ヘッジ対象………借入金の利息

　
③ヘッジ方針
借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っており、ヘッジ対象の識別は個別契約
毎に行っております。

　
④ヘッジ有効性評価の方法
金利スワップについて特例処理の要件を満たしているため、有効性の評価を省略しております。

　
（5）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
①退職給付に係る会計処理
退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理の方法は、連結計
算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

　
②消費税の会計処理
税抜方式によっており、控除対象外消費税等は当事業年度の費用として処理しております。

　
2. 追加情報
（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）
「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）
を当事業年度から適用しております。

3. 貸借対照表に関する注記
（1）有形固定資産の減価償却累計額 157,973千円

（2）関係会社に対する短期金銭債権 2,169,690千円
関係会社に対する短期金銭債務 35,868千円
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4. 損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
営業取引による取引高
売上高 1,364,224千円
販売費及び一般管理費 22,554千円
営業取引以外の取引による取引高 63,488千円

　
5. 株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数 普通株式 137株

　
6. 税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
賞与引当金 925千円
海外源泉税 26,654千円
未払社会保険料 139千円
資産除去債務 1,843千円
繰越欠損金 99,856千円
貸倒引当金 6,785千円
退職給付引当金 25,414千円
減損損失 44,670千円
関係会社株式評価損 424,637千円
その他 3,664千円
小計 634,590千円
評価性引当金 △519,034千円
　 計 115,555千円

　
繰延税金負債
未収事業税 △10,336千円
資産除去費用 △927千円
その他有価証券評価差額金 △383千円
　 計 △11,647千円
繰延税金資産の純額 103,908千円
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7. 関連当事者との取引に関する注記
子会社等

属 性 会社等
の名称

議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（千円） 科 目 期末残高
（千円）

子会社 香港大戸屋有限公司
（注）1

所有（直接）
100.0％

経営指導
資金の援助
役員の兼任

資金の貸付
資金の回収

78,784
100,000

短期貸付金
関係会社長
期貸付金

25,553
44,720

子会社 AMERICA OOTOYA INC.
（注）1

所有（直接）
100.0％

経営指導
資金の援助
役員の兼任

資金の回収 31,500 関係会社長
期貸付金

177,000

子会社 株式会社大戸屋
（注）1,2,3,6

所有（直接）
100.0％

経営指導
役員の兼任
設備の賃貸

資金の援助

経営指導料
等の受取
設備の賃貸料
の受取
資金の貸付
資金の回収
利息の受取

804,005

28,272

3,680,000
3,530,000
29,729

売掛金

未収入金

短期貸付金

－

75,840

2,544

1,900,000

－

子会社
THREE FOREST
(THAILAND)

CO.,LTD（注）1,4
所有（直接）
48.5％

役員の兼任
資金の援助
食材販売

食材の販売 167,802 売掛金 60,753

子会社
大戸屋（上海）
餐飲管理有限公司

（注）5
－ － 債権放棄 88,857 － －

　
取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）1．資金の貸付の取引条件は市中金利を勘案して決定しており、担保の受入等の取引関係はありませ

ん。
2．経営指導料等の取引条件については、業務内容を勘案して決定しております。
3．設備の賃貸取引に係る取引条件については、賃貸に係る総原価を勘案して決定しております。
4．食材販売に係る取引条件は、第三者との取引条件を基に決定しております。
5．債権放棄については、大戸屋（上海）餐飲管理有限公司の清算により行ったものであります。
なお、債権放棄に対し、貸倒引当金及び子会社整理損失引当金を充当しております。

6．上記取引金額には消費税等が含まれておりませんが、期末残高については消費税等が含まれており
ます。
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8. １株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 519円37銭
（2）１株当たり当期純利益 32円59銭
　
9. 重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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